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分類 障害当事者等からのご意見 国土交通省等の対応状況

基本構想等

○ 基本構想やマスタープランは、地域の中でどのよう
に個別の事業が有機的に連結していくのか等、重要な
役割を果たしていると思われるが、前回の基本方針か
らほとんど変わらない推移をしている。障害者計画と
同じように義務化し、地域全体でバリアフリー水準を
高めていくつながりをつくり、ハードもソフトも議論
できる場をつくっていただきたい。また、これまでの
基本構想、あるいはマスタープランを高めていく施策
が、どの程度有効に働いたのかということについて、
見解をお伺いしたい。

○ バリアフリー料金制度や地方部における支援措置の
重点化により、都市部と地方部両面からのバリアフ
リーに関する財政面の支援が強化されている中、基本
構想やマスタープランを、地方の鉄道駅を中心に、鉄
道事業者と地方自治体が積極的に連携して進めていく
ような取組を加速していただきたい。

○ 基本構想に関して、各自治体の取組件数は増えてい
るとのことだが、自治体の実態に応じてそれぞれ課題
が異なると推測している。モデルを提示しながら、さ
らに整備を推進していただきたい。

○ 基本構想やマスタープランについては、これまで、
ガイドラインの策定や地方運輸局による自治体への働
きかけ等により自治体による計画作成を促進してきた
ところであり、一定の成果があったとものと考えてお
りますが、一方で、小規模な自治体においては予算や
ノウハウ、人材の不足など様々な課題があり、計画作
成が進んでいないと認識しております。「バリアフ
リー法及び関連施策のあり方に関する検討会」におい
て、基本構想やマスタープランの作成を促進するため
の方策について、検討を進めてまいります。

○ 「バリアフリー法及び関連施策のあり方に関する検
討会」において、基本構想やマスタープランにより地
方部のバリアフリーを一層推進する方策について、検
討を進めてまいります。

○ 「バリアフリー法及び関連施策のあり方に関する検
討会」において、基本構想を作成する自治体の課題の
分析も行いながら、基本構想の作成を促進するための
方策について、検討を進めてまいります。

心のバリアフリー

○ 聴覚障害者に対する理解がまだ進んでいないため、
心のバリアフリーに関する研修等を開催し、2025年に
開催されるデフリンピックに向けて、心のバリアフ
リーを強化していただきたい。

○ 心のバリアフリーの推進として、地方運輸局等にお
ける「バリアフリー教室」の実施や「高齢者障害者等
用施設等の適正な利用の推進のためキャンペーン」の
実施などについて、引き続き取り組むとともに、2025
年に開催されるデフリンピックに向けて、政府全体に
対する要望事項における国土交通分野に関する要望事
項について、適切に対応してまいりたいと考えており
ます。
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心のバリアフリー

○ 一般の方ではなく、交通事業者の方々の心のバリア
フリーに関する関心度や認識度がどのくらいあるのか
気になる。認知症や高齢者の行動特性あるいは心理の
理解を踏まえた行動ができるよう、交通事業者の方々
の理解を推進していただきたい。

○ 心のバリアフリーとは何かと問われても分からない
人が多いので、心のバリアフリーという言葉そのもの
が本当に良いのかどうか、分かりやすい言葉に直せな
いのかどうか、検討していただきたい。

○ 交通事業者における接遇研修の充実や適切な接遇の
実施を推進するため、「公共交通事業者に向けた接遇
ガイドライン」及び「接遇研修モデルプログラム」を
策定し、交通事業者等に周知を行っております。「心
のバリアフリー」の正しい理解の促進や、更なる接遇
レベル向上を図るため、必要に応じて、当該ガイドラ
イン等の内容拡充等の検討を行ってまいりたいと考え
ております。

○ 「心のバリアフリー」の推進については、UD2020
行動計画において策定されている３つの体現ポイント
を踏まえて、次期（第４次）バリアフリー整備目標の
設定や、「バリアフリー教室」、「高齢者障害者等用
施設等の適正な利用の推進のためキャンペーン」等を
活用した普及啓発方策について検討してまいりたいと
考えております。また、政府全体においても、心のバ
リアフリーに係る取組等について、新たな課題も取り
込みつつ、取組の強化を図ることとされており、その
ような動向も踏まえて検討してまいりたいと考えてお
ります。

整備目標

○ 基本方針における整備目標に関する現状値としては、
航空の課題はほとんど100％に近いが、障害者側の意
見として飛行機が非常に使いやすいのかというと、そ
ういうわけでもない。あり方検討会の中で、基本方針
の指標、評価の項目の見直しを議論していただきたい。

○ 視覚障害者の誘導用ブロックの敷設について、JIS規
格の統一によって整備率が下がっており、100％の目
標達成は難しいと思われる。バリアフリー料金制度等
による財源面での充実もあり、その運用も考えられる
と思うので、その点も含めて今後の見通し、考えをお
伺いしたい。

○ 現在、検討を進めている「バリアフリー法及び関連
施策のあり方検討会」などにおいて、当事者、事業者、
有識者はもとより、多様な取組主体からご意見をいた
だきつつ、検討を進めてまいります。

○ JIS規格への基準改正により達成率が低下したところ
ですが、その後、徐々に増加してきているところです。
引き続き、旅客施設の新設や大規模改修の際に、事業
者において着実に整備を進めていただけるように取り
組んでまいりたいと考えております。
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鉄軌道

○ 当事者目線の最終とりまとめにおける速やかに取り
組む課題として、音声案内等の聞こえやすさを取り上
げているが、電車のホームや列車内の音声案内につい
て、コストがかからずちょっとした工夫で解決できる
部分もあると思うので、速やかに課題解決に取り組ん
でいただきたい。

○ 聴覚障害者は、電車の中でいつ放送があったかやそ
の内容が分からない。事故や災害発生時には命に関わ
ることなので、速やかに解決手段を考えていただきた
い。できることは何なのかということを当事者団体と、
行政、事業者と一緒に意見交換できる場があればよい
と思っている。

○ 音声案内等の聞こえやすさについては、各鉄道事業
者において独自に工夫して取り組んでいる事例が確認
されており、乗務員に対して定期的に音声案内の研修
を実施している事業者や、案内放送についてもポイン
トがまとめられているサービスに関するハンドブック
を使用し、適宜教育を実施している事業者があると認
識しております。また、バリアフリー整備ガイドライ
ンにおいて、音声・音響案内を提供する場合の音量は、
周囲の暗騒音と比較して十分聞き取りやすい大きさと
することとしております。今後とも引き続き、鉄軌道
事業者に対し、移動等円滑化基準及びガイドラインの
周知を図る等、適正な音案内が行われるよう働きかけ
てまいりたいと考えております。

○ バリアフリー整備ガイドラインにおいて、標準的な
整備内容として、利用者が次の行動を判断できるよう、
運行の異常に関連した遅延状況、遅延理由等の情報を
提供するよう示しており、公共交通事業者に向けた接
遇ガイドラインにおいても、聴覚障害者に対する基本
の接遇方法として、緊急時などの場合には、支援や避
難誘導を行う際に筆談等で情報を伝えることとしてお
ります。また、障害者の声を聞く場として障害者の利
用環境改善に向けた様々な課題を議論する意見交換会
を開催しており、国土交通省としても、こういった意
見交換会の場を活用して障害者のニーズを把握し、所
要の対応策を検討してまいります。
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鉄軌道

○ 鉄道駅の無人化に対応するため、スロープを車両に
積んでおく等幾つか実験路線を定めて実施していると
思うが、実際の有効性や発生した問題等、実績として
どのような状況なのか、もし調査結果が出ていれば教
えていただきたい。

○ 無人駅における安全面での問題について、障害者の
幅広いモニタリングを行ないながら、事故を未然に防
ぐためにバリアフリーの実質化を進めていく必要があ
る。評価の中に含めることも考えて良いのではないか。

○ PASMOの制度が変わり、介助者と一緒に乗る場合の
本人用と介助者用、本人単独で乗る場合の本人用で、
それぞれ別のカードが必要となるため、計３種類の
カードを購入する必要がある。もう少し整理していた
だきたい。

○ 乗務員によるスロープを活用した介助を実験的に
行っている路線では、現在、本施策導入に向けた課題
等の整理が行われているものと認識しております。ま
た、「駅の無人化に伴う安全・円滑な駅利用に関する
ガイドライン」において、待ち時間短縮に資する一つ
の方策として、実施することが望ましい事例として紹
介しており、国土交通省としても、こうした取り組み
がほかの鉄道事業者においても広がるよう、先行事例
の周知を図りつつ、引き続き働きかけを行ってまいり
ます。

○ 「駅の無人化に伴う安全・円滑な駅利用に関するガ
イドライン」において、駅を無人化する際には、鉄道
事業者の一方的な判断のみによって利用者利便が損な
われないようにする必要があるとしているほか、駅の
要員配置の見直しを行う際は、利用実態に応じて地方
自治体や地元障害者団体等と十分な意思疎通を図り、
関係者の理解を得られるよう努めることとしており、
国土交通省としても、鉄道事業者が自治体や障害者団
体等に事前協議をする際に、どのように利便性・安全
性を確保していくのかを充分に検討するよう促してま
いります。

○ 障害者用ICカードについては、昨年３月から
Suica・PASMOにおいて導入されるなど、その導入が
進んでいるところです。国土交通省としては、いただ
いたご意見を鉄道事業者に伝えてまいりたいと考えて
おります。
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バス

○ 長距離バスのバリアフリー化が進んでいない。空港
アクセスバスは適用除外を見直していただいたが、長
距離バスでなければ行けない地域等もあるため、長距
離バスにおいても基準適用除外の見直しを御検討いた
だきたい。また、バス車両の適用除外の認定車両は、
どういう車両が適用除外になっているか説明いただき
たい。エアポートのリムジンバスだけではなく、貸切
りバスも含めて適用除外認定を外すことを考えていた
だきたい。

○ バス停やバス車体の案内、バス経路、バス時刻表等
の情報バリアフリーについても考えていく必要がある
と思う。好事例等を地域に周知していただきたい。

○ 路線バスについて、特に中乗りや後乗りをする際、
交通系ＩＣカードをタッチする場所がわからないとい
う意見が寄せられている。視覚障害者も確実にカード
をタッチできるよう、位置を統一する、あるいは、
タッチ位置を知らせる音について検討していただきた
い。

○ 適用除外基準の見直しの必要性を判断するため、ま
ずは高速バスを運行しているバス会社に対して、どの
ような理由でバリアフリー対応バスを購入できないの
か等意見交換を行い、その理由が明らかになったとこ
ろです。今後、意見交換により明らかになった理由等
を踏まえ、バリアフリー化を進めていくための方策の
検討を進めてまいります。

○ バスにおける情報提供については、運行情報提供設
備等を具備することが移動等円滑化基準により求めら
れており、乗合バスについては車内放送及び車外放送
により情報提供を行い、車外表示機器による行先案内
及び車内においては筆談具による情報提供も実施する
こととなっています。このほか、事業者によっては、
バスロケーションシステムをバス停に設置し、接近す
るバス車両の位置情報を提供するなどの取り組みを
行っています。なお、公共交通機関のウェブサイト等
におけるアクセシビリティの配慮については、本年8
月にWGを設置したところであり、今後、同WGにおい
て検討を進めていくことになっております。

○ 頂戴したご意見につきましては、「公共交通機関の
車両等に関する移動等円滑化整備ガイドライン」にお
ける望ましい整備内容に規定しており、乗合バス事業
者に対して整備を要請しているところです。なお、実
際に整備が追い付いついていない車両においては、運
転者による案内や誘導など、合理的配慮の提供を義務
化しています。
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タクシー

○ UDタクシーは非常に操作が面倒で運転手がすごく嫌
がる。乗車拒否が相変わらず多いということを考える
と、操作方法の難しいUDタクシーをこのまま推進する
ことが良いのか、再検討していただいきたい。

○ UDタクシーについて、ハイブリッド車が利用されて
いることから、視覚障害者はその存在に気づかず、傍
を無音で通過されることに恐怖感を覚えている。また、
自分の前に停車したタクシーに気づかないこともある。
このようなことがないよう、UDタクシーは、必ず接近
音を鳴らしながら走行することを義務付けることや、
視覚障害者の前に停車した場合に運転手から声掛けを
することを周知するようお願いしたい。

○ 国土交通省としては、標準仕様ユニバーサルデザイ
ンタクシー認定要領に基づいて認定された車両に対し
て普及推進を行っております。いただいたご意見は
JPNタクシーのような組み立て式スロープを搭載する
車両に関するものと思いますが、こういった意見を自
動車メーカーにお伝えし、現行車両の改良やより使い
やすい車両の開発を促すことで、より使いやすいUDタ
クシーの普及を推進して参ります。

○ 頂戴したご意見につきましては、UDタクシーに認定
されている車両のうち、JPNタクシーについてのご意
見と理解いたしますが、ハイブリッド車（モーターの
みで走行できるもの）については車両接近通報装置を
具備することが道路運送車両法で義務付けられており、
ガソリンエンジン車のように接近音が出る仕組みに
なっております。なお、視覚障害者等の前に停車した
場合に運転者から停車した旨の声掛けをすることは合
理的配慮として必要であり、引き続き、事業者に対し
て指導して参ります。

航空

○ 航空、飛行機の搭乗の際のバッテリーチェック等、
車椅子での飛行機搭乗のときの手配、手順にかかる時
間が、場合によっては１時間ぐらいかかるときもある
ので、さらなる改善をしていただきたい。

○ 国土交通省では、航空会社に対して電動車椅子の受
託に当たってのバッテリーの種類の確認は、目視での
現物確認によらなくても、利用者からの書類の提供な
どでも可能であるとの文書を発出（４月15日付け）し
ております。また、国内定期航空保安協議会では、本
年４月26日から、保安検査場におけるバッテリーの確
認方法の基準を統一し、航空会社にて電動車椅子に使
用するバッテリーの確認が実施され、確認済みである
ことを保安検査会社へ引き継ぎされている場合は、保
安検査場におけるバッテリーの種類・容量の危険物確
認は省略可としております。
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航空

○ 航空機の座席が個室化されて移乗しづらくなってい
たり、通路幅が非常に狭くなっていることもあるため、
航空機のバリアフリー基準を基本的なところから見直
していただきたい。

○ 空港内の連続的な移動の確保について、最近、羽田
空港を利用していた複数の視覚障害者から、空港に接
続する鉄道駅からチェックインカウンターまでの誘導
を断られる、あるいはそのような対応をしなくなった
と言われたとの苦情が寄せられるようになった。バリ
アフリー法に示されている移動の連続性の確保を今後
も継続し、視覚障害者が安全安心して空港を利用でき
るよう、事実確認をし、事実であるのであれば改善す
るよう指導していただきたい。

○ 航空会社に対しては、航空機の座席の選定において、
車椅子からの移乗のしやすさも考慮するよう、理解と
協力を求めるとともに、現在、検討を進めている「バ
リアフリー法及び関連施策のあり方検討会」などにお
いて、当事者、事業者、有識者はもとより、多様な取
組主体からご意見をいただきつつ、検討を進めてまい
ります。

○ 羽田空港における関係事業者におかれましては、以
下対応を実施しているところとなります。

＜空港ターミナルビル事業者＞
・声かけいただいた場合、コンシェルジュによる介助
サービスを実施している。

・介助サービスについては、電話、WEB、FAXにて事
前予約を承っており、コンシェルジュが予約内容に
沿って対応している。

・鉄道会社から案内引き継ぎを依頼される場合もあり、
引き継ぎの上、同様にコンシェルジュによる介助
サービスを実施している。

＜鉄道会社＞
・介助の依頼があった場合、駅係員による介助サービ
スを実施している。

・羽田空港チェックインカウンターまでのご案内をご
希望された場合、改札口にて空港職員に引き継ぎの
うえ、介助を実施している。

関係事業者へのヒアリングの結果、ご意見いただい
た事実は確認できませんでしたが、このような事象が
発生しないよう、引き続き関係事業者に対して、適切
な対応を促してまいります。
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分類 障害当事者等からのご意見 国土交通省等の対応状況

建築物

○ 建築物のバリアフリー化の推移とあるが、公共の建
築物や公益的建設物の老朽化に伴う建築物の建て替え
で、当事者参画のバリアフリーを進めている事例を教
えていただきたい。

○ 公益的な、大規模な建物の中であっても、例えばテ
ナントの場合にはバリアフリー化の対象とならないた
め、検討いただきたい。

○ 客席に関して頑張って整理いただいたが、次年度
（令和６年度）は、サイトラインの確保や垂直水平分
散、隣の同伴者席について検討していただきたい。

○ 佐賀県のSAGAアリーナではすべての人にとって使
いやすいアリーナとなるための取組を進めていて、設
計・施工段階で各関係者・団体へのヒアリングを実施
し、大小様々な高齢者・障害者等用便房の整備、視覚
障害者用ブロックの追加設置等を行っています。

○ テナント店舗の内部に関しては「高齢者、障害者等
の円滑な移動等に配慮した建築設計標準」の「2.12
店舗内部」においてバリアフリー化する際のポイント
等をガイドラインとしてまとめています。引き続き店
舗事業者や設計者へのガイドラインの周知を通し、テ
ナント店舗についてもバリアフリー化を推進してまい
ります。

○ ご指摘いただきました内容については、令和６年度
の「サイトラインの確保等に係る検討WG」で検討し
ております。
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分類 障害当事者等からのご意見 国土交通省等の対応状況

道路

○ 「道路の移動等円滑化に関するガイドライン」の改
正について、今回の改正で追加記載された踏切におけ
る対策に示されている「踏切内誘導表示」が標準的な
整備になったにも関わらず、実際に敷設しようとした
鉄道事業者より、資材が手に入らないという問い合わ
せが寄せられている。実際に入手できる方法があるの
であれば、国から全国の道路管理者や鉄道事業者に情
報提供して、二度と一昨年の奈良の事故のようなこと
が起きないよう、早急な対応をお願いしたい。

○ 道路における自転車専用レーンについて、視覚障害
者から、歩道と専用レーンとの区別ができないとの意
見が寄せられている。明確な段差を付けるまでの必要
はないと考えるが、走行してくる自転車との接触から
視覚障害者が回避できるよう、触覚的な違いにより区
別できるような対策をお願いしたい。

○ ガイドラインで示した踏切道内誘導表示については、
踏切道の外にいると誤認することを回避するために、
既存の視覚障害者誘導用ブロックと異なる形式とした
ところです。ガイドラインで示した構造は、既存の視
覚障害者誘導用ブロックやエスコートゾーンの材料を
一部加工することで作成可能であると認識しており、
使用実績のある材料の活用が可能と考えております。
道路管理者と鉄道事業者等の円滑な協議を促し、踏切
道内誘導表示の設置を進めて参ります。

○ ご指摘の自転車専用レーンが、車道に設ける自転車
通行帯や自転車道ではなく、専ら自転車及び歩行者の
通行の用に供するために区画して設けられる道路の部
分（自転車歩行者道）の中に設けられることがある自
転車通行空間を指すものとして回答いたします。自転
車歩行者道においては、道路の移動等円滑化に関する
ガイドラインにおいて、「自転車の車道通行のルール
を周知徹底するとともに、自転車の通行する部分と歩
行者の通行する部分を標示や標識、舗装の色彩、材質
等により明確に区分することが望ましい」としており
ます。引き続き自転車の車道通行のルールの周知徹底
に加え、地方公共団体等にガイドラインの考え方を周
知し理解を深めていただけるよう努めてまいります。
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分類 障害当事者等からのご意見 国土交通省等の対応状況

当事者目線

○ 「各事業者の工夫や好事例等について、評価が不十
分であれば拡大しないと思うため、当事者団体に情報
を共有いただきつつ、当事者団体が関係する団体や会
員の方々に周知する等、多くの方々に知っていただく
ような仕組みを設けていただきたい。また、現段階で
十分に対応できない点については、さらに工夫をして
いただくようにお願いしたい。

○ 地域分科会で行われた様々な当事者目線での点検が
結論に表れていないため、バリアフリー化の中で地域
格差が非常に大きいことを、例えば交通事業者や当事
者側の地域格差があるのかどうか等の視点も踏まえ、
最終段階で取りまとめていただけると、様々な課題や
解決の方向が見えてくるのではないかと思う。

○ ウェブサイト上におけるバリアフリーも大変重要な
課題であり、利用者にとって使いやすいようなウェブ
サイトであるべきだと思っている。当事者団体の意見
を取り入れて、使いやすいような情報提供をしていた
だきたい。

○ 事故や災害発生した際の緊急時の情報提供が不足し
ている。情報コミュニケーション施策推進法もあるの
で、国交省で必要性を理解し、推進していただきたい
が、どのような状況かお伺いしたい。また、消防庁が、
災害情報の伝達及び避難誘導等に関するガイドライン
（外国人来訪者や障害者等が利用する施設における災
害情報の伝達及び避難誘導に関するガイドライン）を、
オリ・パラに向けて作成しているが、電車内も含め、
聴覚障害者の情報保障について、このガイドラインと
併せて検討していただきたい。

○ ご指摘いただきました好事例等の周知につきまして
は、当評価会議をはじめ、地域分科会とも連携するな
ど、様々な機会を捉えて発信できるように今後も取り
組んでまいります。

○ 地域におけるバリアフリー化の課題については、ご
指摘いただいた地域格差の視点も含め、「バリアフ
リー法及び関連施策のあり方に関する検討会」におい
て引き続き検討を行ってまいります。

○ ウェブサイトにおける情報提供につきましては、速
やかに取り組む課題として整理していることを踏まえ、
今年度（令和６年度）「公共交通機関のバリアフリー
基準等に関する検討会」の下に、「ウェブサイトにお
ける情報提供に関するワーキンググループ」を設置し、
８月に第１回を開催いたしました。引き続き、当事者
団体のご意見を伺いながら、検討を進めていきます。

○ 輸送障害や災害時の情報提供につきましては、どち
らも情報提供手段や、提供内容についての整理、ある
いは真に必要な情報のニーズの把握が必要であるとい
う課題があります。特に災害時については、より一層
しっかりとした検討が必要であり、すぐに解決策とし
て結論を導くことは難しいという趣旨から、中長期的
に取り組む課題として整理しています。
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分類 障害当事者等からのご意見 国土交通省等の対応状況

障害者差別解消法

○ 令和６年４月から、改正障害者差別解消法が施行さ
れ、民間事業者も合理的配慮の提供が義務化されるが、
この義務化を交通バリアフリーの評価の対象としてど
のように組み入れれば良いのか考える必要がある。

○ 障害者差別解消法における合理的配慮の提供は、
個々の場面において、現に社会的障壁の除去を必要と
している旨の意思の表明があった場合に、その実施に
伴う負担が過重でないときに行うことを義務付けてい
るものです。一方で、バリアフリー法における公共交
通のバリアフリー化につきましては、障害者差別解消
法やこれに基づく基本方針の中では「環境の整備」と
整理されており、合理的配慮を提供する際の基礎とな
るものとして重要とされています。そのため、まずは
バリアフリーの環境を整備していくことが非常に重要
であり、そのうえで個別具体のケースにおける合理的
配慮の提供をしていただくことになっております。

その他

○ 車道側に自転車マークのある通行帯があっても、自
転車や電動キックボードが歩道を走行していることが
多い。周知不足もあるかもしれないが、車の多い道路
では自転車等を運転する人も危険を感じ、車道側の通
行帯を使用しないと思うので、そういった人の心理ま
で考えて整備していかなければ、実用されないのでは
ないかと思う。

○ 自転車等の車道通行の原則の徹底を図るためには、
自転車利用者等が安全に車道を通行できることが重要
であると認識しており、これまでにも自動車の速度や
交通量を踏まえ、国交省と連携しつつ、自転車走行空
間の整備を行うことで車道における自転車等の安全性
を改善してきました。また、車道における自動車と自
転車等の接触事故を防止するため、警察庁では道路交
通法を改正し、自動車が自転車等の側方を通過する際
の通行方法に係る規定を新たに整備しました。（警察
庁）
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